
命 令 書 

         

申立人     高知一般労働組合 

         

被申立人    アイエス紙業株式会社 

         

 上記当事者間の高労委平成１９年（不）第１号不当労働行為救

済申立事件について、当委員会は、平成２０年２月２１日第５０

２回公益委員会議において、会長公益委員下元敏晴、公益委員川

田勲、同筒井早智子、同藤原潤子が出席し、合議の上、次のとお

り命令する。 

 

主    文  

 

１  被申立人は、申立人の平成１９年６月７日付けの文書に記載

する「組合員Ａ氏の貴社に対する解雇問題ならびに雇用保険金

掛け金未納問題の件」を交渉事項とする団体交渉に誠意をもっ

て直ちに応じなければならない。この場合において、被申立人

は、関係する経営状況を示す資料を書面により提示しなければ

ならない。 

２ 申立人のその余の申立ては、棄却する。 

 

理    由  

 



第１ 事案の概要 

   被申立人アイエス紙業株式会社（以下「会社」という。）

は、平成１８年１１月３０日をもって、申立人高知一般労働

組合（以下「組合」という。）の組合員であるＡ（以下「Ａ

組合員」という。）を解雇（以下「本件解雇」という。）した。 

   会社は、本件解雇に係る６回目の団体交渉開催の翌日以後、

本件解雇の撤回を交渉事項とする団体交渉（以下「本件団体

交渉」という。）の求めに応じていない。 

   組合は、会社の本件団体交渉に係る対応は労働組合法（昭

和２４年法律第１７４号）第７条第２号の規定に該当する不

当労働行為であるとして、平成１９年５月２９日に救済申立

てが行われたものである。 

 

第２  請求する救済の内容 

 １  会社は、不誠実団体交渉及び団体交渉拒否を行ってはなら

ない。 

 ２  会社は、会社事業所内に労働組合法第７条第２号の規定に

対する違反を謝罪する内容の掲示を行うとともに、高知新聞

に謝罪文の広告記事を掲載しなければならない。 

 ３  会社は、組合に対して、慰謝料３０万円を支払わなければ

ならない。 

 

第３  認定した事実 

 １  当事者 



（１）申立人組合は、肩書地に事務所を有し、昭和３５年５月

１５日に結成され、全労連全国一般労働組合に加盟する労

働組合である。 

（２）被申立人会社は、肩書地に本社を置き、平成１０年２月

に設立された製紙業・洋紙製造業を主たる業務とする株式

会社である。 

資本金は１，０００万円で、平成１９年１０月現在の従

業員数は１５名である。 

 ２  争点及び争点に関する当事者の主張 

   本件における争点は、会社の本件団体交渉に係る対応は労

働組合法第７条第２号の使用者が雇用する労働者の代表者

と団体交渉をすることを正当な理由がなくて拒むことに該

当するか否かである。この争点に関する当事者の主張は、以

下のとおりである。 

 （１）本件団体交渉における交渉権限 

   ア  組合は、本件団体交渉における会社のＢ専務取締役

（以下「Ｂ専務」という。）の中座、会社の団体交渉権

限の明確で ない者 の出席等本 件団体 交渉への会 社の 対

応は不誠実なものであったと主張している。 

   イ  会社は、本件団体交渉の出席者には団体交渉権限を委

任しており、かつ、このことは口頭及び文書によって組

合に示したと主張している。 

 （２）本件解雇に係る財務諸表 

   ア  組合は、本件解雇に係る会社の経営状態を示す財務諸



表（以下「財務諸表」という。）の提示をしないままに、

団体交渉を 繰り返 すという会 社の交 渉態度は不 誠実 な

ものであったと主張している。 

   イ  会社は、財務諸表を提示しなかったのは組合が配布し

た本件解雇に関するビラにより、取引先に不安をもたら

したことがあった。このことから、財務諸表の提示は企

業の内情を 公表す ることにな りかね ないと恐れ たた め

であり、会社は誠意をもって、交渉に臨んでいたと主張

している。 

 （３）本件団体交渉の打切り 

   ア  組合は、会社が本件解雇は有効であり、撤回しないと

主張するのみであり、本件団体交渉においては、議論が

尽くされないままに、交渉は打ち切られたと主張してい

る。 

   イ  会社は、本件解雇に係る諸事情、本件解雇の効力等に

ついて本件団体交渉等において繰り返し説明した。これ

以上の繰返しは意味がないことから、交渉を打ち切った

ものであると主張している。 

 ３  経過  

 （１）本件団体交渉に至る経緯 

   ア  平成１８年１１月１３日、Ｂ専務は、Ａ組合員ら機械

工場従業員４名に対し、機械工場を年内で閉鎖し、同月

末で同４名を解雇すること等を告知した。Ａ組合員以外

の３名は、解雇に同意した。 



   イ  組合は、会社に対し、同月１６日付けの加入通告書に

よりＡ組合員の組合への加入を通知するとともに、同日

付けの文書により「組合員が就労する作業場の閉鎖及び

それに伴う労働場所の確保･労働条件について」等を交

渉事項とする団体交渉を同月２０日午後３時から会社

内で行うよう申し入れた。 

   【甲第１号証、甲第２号証、甲第６号証、甲第３０号証、

第２回審問調書４３頁から４６頁まで】 

 （２）第１回団体交渉 

    平成１８年１１月２０日、第１回の本件団体交渉が行わ

れ、組合からは役員３名及びＡ組合員が、会社からはＢ専

務が出席した。その内容は、次のとおりであった。 

   ア  組合は、Ａ組合員は退職の意思はないので、会社の稼

動中の職場へ就労させること（以下「職場復帰」という。）、

次回の本件団体交渉には会社のＣ代表取締役（以下「社

長」という。）を出席させること等を求めた。 

   イ  会社は、Ａ組合員の職場復帰は困難であること、会社

の経営状況 は平成 １７年から 赤字で あること等 を説 明

するとともに、次回の本件団体交渉への社長の出席の検

討を約束した。 

【甲第２８号証から甲第３０号証まで、乙第３号証､乙第９

号証､第１回審問調書４頁から６頁まで】 

 （３）第２回団体交渉に至る経緯 

   ア  平成１８年１２月１日、Ａ組合員が会社に出勤したと



ころ、Ａ組合員のタイムカードは撤去されていた。 

   イ  Ａ組合員は、同月５日に会社から同年１１月分の給料

を受領した。その際、同年１１月３０日付けで退職する

こと等に係る同意書への署名を求められたが、これに署

名しなかった。 

   【甲第３０号証】 

 （４）第２回団体交渉 

平成１８年１２月１４日、第２回の本件団体交渉が行わ

れ、組合からは役員２名及びＡ組合員が、会社からはＢ専

務並びにＤ及びＥが出席した。その内容は、次のとおりで

あった。 

なお、交渉はＢ専務の中座による一時中断を挟みながら

も進められたが、体調不良のためＢ専務が退室したことも

あって、同日の交渉は終わった。 

   ア  組合は、出席者のうち、Ｄ及びＥに関する交渉権限の

存否の説明とともに、Ａ組合員の職場復帰の実現及び機

械工 場 の 縮小 に 関 する 会 社 の説 明 に 関連 し た 収支 決 算

の状況を明らかにするよう求めた。 

イ 会社は、Ｄ及びＥの交渉権限に関すること、本件解雇

に至る経緯等を説明した。 

【甲第２８号証から甲第３０号証まで、乙第４号証､乙第９

号証､第１回審問調書６頁から１０頁まで、第２回審問調

書１３頁、１４頁、６０頁及び６１頁】 

 （５）第３回団体交渉に至る経緯 



   ア  平成１８年１２月１８日、組合は、団体交渉応諾及び

解雇撤回を求めて当委員会にあっせん申請を行った。同

月２８日のあっせん員会による労使双方からの事情聴

取の結果、「労使双方は、今後、誠意を持って、団体交

渉を行うこと」とするあっせん案が提示され、組合及び

会社は、これを受諾した。 

   イ  同月１８日、Ａ組合員に会社からの同年１１月３０日

付け本件解雇の通知書が郵送された。 

   ウ  組合は、平成１９年１月２４日付けのビラを配布した。

このビラの内容は、本件解雇を撤回するよう求めるとと

もに、組合の立場から本件解雇の経緯等を明らかにした

ものであった。これを配布した地域は土佐市高岡町の会

社の周辺地域、配布した部数は３００部、配布した回数

は５回であった。 

   エ  会社は、前記ウのビラの配布が取引先等に著しい不安

を与えたと受け止めたことから、組合のビラの配布に対

し、企業の内情を公表され、会社に著しい損害を与える

恐れがあるとの認識をもった。 

   【甲第５号証、甲第７号証、甲第１０号証､甲第２８号証

から甲第３０号証まで、乙第１５号証、第１回審問調書

１２頁及び３５頁から３９頁まで】 

 （６）第３回団体交渉 

    平成１９年１月２９日、第３回の本件団体交渉が行われ、

組合からは役員１名及びＡ組合員が、会社からはＢ専務並



びにＤ、Ｅ及びＦが出席した｡その内容は、次のとおりで

あった。 

    なお、Ｂ専務は、外部からの電話によって中座する等交

渉の間に何度か中座した。 

   ア  組合は、本件解雇に係る経緯の説明、本件解雇の撤回

及びＡ組合員の職場復帰の実現を求めるとともに、Ｂ専

務を除く会社の出席者の交渉権限を示す委任状（以下

「委任状」という。）及び財務諸表の提示を求めた。 

   イ  会社は、機械工場閉鎖に至った経営悪化の状況及びこ

の経営悪化のため本件解雇は行わざるを得なかったこ

と、財務諸表は前記（５）のエの会社の認識から提示で

きないこと並びに本件解雇に係る交渉権限は会社の出

席者に委任されていることを説明した。この委任の説明

に関しては、組合から格別異議は示されなかった。 

   【甲第２８号証から甲第３２号証まで、乙第５号証､乙第

１１号証、第１回審問調書３２頁から３９頁まで】 

 （７）第４回団体交渉 

    平成１９年２月１０日、第４回の本件団体交渉が行われ、

組合からは役員３名及びＡ組合員が、会社からはＥ及びＦ

が出席した。その内容は､次のとおりであった。 

   ア  組合は、交渉権限のある者の出席を求めるとともに、

本件解雇の撤回及びＡ組合員の職場復帰の実現、新たに

判明したＡ組合員の雇用保険に係る問題（以下「保険問

題」という。）への会社の対応並びに委任状及び財務諸



表の提示を求めた。 

   イ  会社は、前記（６）のイの交渉権限の委任に係る説明

を行い、本件解雇に至った経営状況等の経緯を説明する

とともに、保険問題は事実関係を調査した上で返答する

とした。財務諸表は前記（５）のエの会社の認識を理由

に挙げて提示しなかった。 

【甲第２８号証から甲第３０号証まで、乙第１号証、乙第

６号証、乙第１２号証、乙第１５号証】 

 （８）委任状 

    会社は、平成１９年２月１０日付けで、受任者を「相談

役Ｄ」、「社外相談役Ｅ」及び「経営企画室Ｆ」とし、委任

する権限を「経営の再構築に関する件」、「経営資源の効率

化に関する件」及び「その他、経営へのアドバイスに関す

る件」とする委任状を作成した。 

   【甲第１８号証、第２回審問調書２３頁】 

 （９）第５回団体交渉 

    平成１９年２月１７日、第５回の本件団体交渉が行われ、

組合からは役員３名及びＡ組合員が、会社からはＥ及びＦ

が出席した。その内容は､次のとおりであった。 

   ア  組合は、会社から提示のあった委任状に本件解雇に係

る交 渉 権 限が 委 任 事項 と し て明 記 さ れて い な かっ た こ

とから、出席者の交渉権限に疑問を呈しつつ、委任状の

返却の求めには応じないままに、本件解雇の撤回及びＡ

組合員の職場復帰の実現、財務諸表の提示並びに保険問



題への対応を求めた。 

   イ  会社は、本件解雇に係る交渉権限は委任状によって委

任されていること、本件解雇に至る経緯、本件解雇の撤

回及 び Ａ 組合 員 の 職場 復 帰 はあ り 得 ない こ と 並び に 保

険問題の事実関係の調査結果等を説明した。 

   【甲第１８号証、甲第２８号証から甲第３０号証まで、乙

第１号証、乙第７号証、乙第１３号証】 

 （ 10）第６回団体交渉 

    平成１９年３月３日、第６回の本件団体交渉が行われ、

組合及び会社からの出席者は前記（９）の出席者と同じで

あった。その内容は、次のとおりであった。 

   ア  組合は、会社の出席者の交渉権限に前記（９）のアの

疑問を指摘し、かつ、社長及びＢ専務が出席しないこと

に抗議するとともに、本件解雇の撤回及びＡ組合員の職

場復帰の実現、保険問題への善処、財務諸表の提示及び

これを基礎とした説明を行うこと等を求めた。 

   イ  会社は、出席者に団体交渉権限が委任されていること、

本件解雇に至る経緯、本件解雇の撤回及びＡ組合員の職

場復帰はあり得ないこと、保険問題への対応等を説明す

るとともに、Ａ組合員の職場復帰等に関する会社の回答

は文書によって行うとした。 

   【甲第２８号証から甲第３０号証まで、乙第１号証、乙第

８号証、乙第１４号証】 

 （ 11）第６回団体交渉後の経緯 



   ア  会社は、前記（10）のイの文書として、平成１９年３

月８日 付けで 本件 解雇の 撤回を 拒否 するこ と等を 記載

した文書を組合に郵送した。 

イ 組合は、同月１５日付けの文書により、前記アの文書

の記載内容に抗議するとともに、本件解雇及び保険問題

その他を交渉事項とする同月２４日の団体交渉を申し入

れた。 

ウ 会社は、同月２２日付けの文書により、組合の要求す

る同月２４日の団体交渉は日程的に困難と回答した。 

エ 組合は、同月３０日付けの文書により、本件解雇及び

保険問題を交渉事項とする同年４月５日の団体交渉を申

し入れた。 

オ 会社は、前記エの団体交渉の申入れに対し、同月４日

付けの文書により、その日程の項に「平成１９年４月１

０日（火）に文書をもって回答します」と記載して回答

した。 

カ 会社は、同月７日付けの文書の「解雇問題の件」の項

において、本件解雇はその要件を充足し、成立している

ことから、今後の交渉事項としないとするとともに、こ

の項以外に「雇用保険問題の件」及び「当社が発行した

委任状の返却の件」の二項において、それぞれ会社の立

場からの説明及び要求を行った上で、これら三項につい

て、組合に文書による回答を求め、その内容を精査し、

交渉日を通告するとした。 



キ 組合は、同月１８日付けの文書により、前記カの同月

７日付けの文書への回答として、本件解雇への反対、職

場復帰等を主張するとともに、会社が日時及び場所を設

定して団体交渉を開催するように要求した。 

ク 会社は、同年５月２３日付けの「最終回答書」により、

本件解雇に係る問題は存在していないこと等を回答し、

この回答を最終のものであるとした。 

ケ 組合は、同年６月７日付けの文書により、前記クの回

答には納得できないとして、抗議するとともに、本件解

雇及び保険問題を交渉事項とする団体交渉を早急に開催

するよう求めた。 

   【甲第１９号証から甲第２７号証まで】 

 

第４  当委員会の判断 

   当委員会は、本件団体交渉における会社の対応は、労働組

合法第７条第２ 号 の使用者が雇用 す る労働者の代表 者 と団

体交渉をするこ と を正当な理由が な くて拒むことに 該 当す

ると判断する。その理由は以下のとおりである。 

 １  本件団体交渉における交渉権限 

   本件団体交渉における交渉権限に係る会社の対応が誠実

といえるものであったのか否かについては、次のとおりであ

る。 

 （１）使用者の負う団体交渉義務の基本的内容として、誠実に

交渉に当たる義務（以下「誠実交渉義務」という。）があ



る。誠実交渉義務を履行するためには、団体交渉の権限を

有する者によって交渉が行われなければならない。この団

体交渉の権限を有する者には委任を受けた者も含まれる。 

    本件団体交渉は、前記第３の３の（２）、（４）、（６）、

（７）、（９）及び（10）において認定したとおり、平成１

８年１ １月 ２０ 日 から平 成１ ９年 ３ 月３日 まで の間 に合

計６回行われた。その間、会社からは第３回まではＢ専務

が出席したが、第４回からはＢ専務の出席はなく、Ｅ及び

Ｆの二人のみが出席した。この出席した二人については、

前記第３の３の（８）において認定したとおり、委任状が

作成されている。 

    本件団体交渉における交渉権限の委任については、前記

第３の３の（６）のイにおいて認定したとおり、第３回の

本件団体交渉において、会社は口頭ではあるが、出席者が

本件団 体交 渉の 交 渉権限 を有 して い ること を組 合に 知ら

せており、かつ、その際に組合からは格別の異議を示され

ていない。その後、前記第３の３の（９）において認定し

たとおり、会社は委任状を提示している。その委任の範囲

については「関する件」といった表記を用いており、広義

に解釈できる表現となっていたことから、前記第３の３の

（９）のアにおいて認定したとおり、組合が指摘する疑問

の生じる余地もあり得るものであった。 

    しかしながら、広義に解釈でき、明瞭性に欠ける表現で

あるからといって、直ちに、本件団体交渉の交渉権限が委



任の範 囲か ら除 外 されて いる と解 す ること は相 当で はな

く、むしろ前記第３の３の（６）のイ及び（７）のイにお

いて認 定し た本 件 団体交 渉に おけ る 会社の 口頭 での 交渉

権限の説明との整合性、委任状の日付が第４回の本件団体

交渉の開かれた日と同じであること等からすると、委任状

は本件 団体 交渉 の 実施を 前提 に作 成 された と考 える のが

相当であり、交渉権限を除外したものでないことは明らか

である。したがって、本件団体交渉においては、会社の交

渉権限を有する者が交渉に当たっていたといえる。 

 （２）第３の３の（４）及び（６）において認定したＢ専務の

中座等は、前記（１）に記載する交渉権限の委任等の状況

を勘案すると、誠実交渉義務に違反するものではない。 

（３）前記（１）及び（２）に記載するところから、本件団体

交渉における交渉権限に係る会社の対応は、誠実交渉義務

に違反するものでなく、労働組合法第７条第２号に規定す

る不当労働行為に該当しない。 

 ２  本件解雇に係る財務諸表 

   本件解雇に係る財務諸表を提示しないままに、団体交渉を

繰り返すという会社の交渉態度は、誠実といえるものであっ

たのか否かについては、次のとおりである。 

 （１）団体交渉における使用者の対応は、労働組合の要求及び

主張の具体性及び程度に応じたものが求められる。したが

って、必要によっては、使用者の回答及び主張の論拠とし

たもの、関係資料の提示等が求められる。 



    本件団体交渉においては、前記第３の３の（６）のイ等

において認定したとおり、本件解雇の必要性等について、

会社から何度か口頭による説明は行われている。 

    しかしながら、組合としては、団体交渉事項が組合員の

解雇の撤回という、労働組合にとっては存立の目的に深く

係わる重要事項である以上、本件解雇は回避できなかった

とする会社の経営状況について、書面による資料を基にし

た詳細な説明を受けた上で、議論を行う必要があると考え

たことは至極当然なことである。したがって、前記第３の

３の（６）のア等において認定したとおり、財務諸表の提

示を求めたことは理解できる。 

 （２）会社は、組合によるビラの配布に関する前記第３の３の

（５）のエにおいて認定した会社の認識を理由として、前

記第３の３の（６）のイ等において認定したとおり、財務

諸表の提示に応じていない。 

    しかしながら、本来、財務諸表の提示とビラの配布との

間に因果関係は何ら認められないのであり、両者は別個の

問題である。しかも、組合のビラの配布が会社にもたらす

著しい損害への恐れから、財務諸表を提示しないとするの

は、あたかも、この損害の防止策としては、財務諸表を提

示しないことしかないとするかのごときものである。そこ

には、論理の飛躍があり、これは説得力に欠ける言説であ

るといわざるを得ないこと等から、この会社の財務諸表を

提示しない理由は、正当なものとは認められない。 



 （３）前記（１）及び（２）に記載するところから、本件解雇

に係る財務諸表を 提示しないままに 団体交渉を繰り返 し

た会社の交渉態度は、誠実交渉義務に違反するものであり、

労働組合法第７条 第２号に規定する 不当労働行為に該 当

する。 

 ３  本件団体交渉の打切り 

   第６回の本件団体交渉を最後に本件団体交渉を打ち切っ

た会社の対応が誠実といえるものであったのか否かについ

ては、次のとおりである。 

 （１）団体交渉においては、交渉が行詰りの状況に至っている

のであれば、その交渉を打ち切ることは誠実交渉義務に違

反しないものである。 

    本件団体交渉は、前記第３の３の（11）のクにおいて認

定したとおり、第６回の本件団体交渉の後に打ち切られた

が、結局、前記第３の３の（６）のイ等において認定した

とおり、会社から財務諸表は提示されなかった。財務諸表

の提示のないままに交渉を繰り返した会社の対応は、前記

２において判断したとおり、誠実交渉義務に違反しており、

ひいては、本件団体交渉が行詰りの状況に立ち至ってはい

ないことを示しているものである。換言すれば、本件団体

交渉においては、組合の求めた財務諸表が提示された上で

の議論が行われていなかったのであり、そうである以上、

交渉の余地が残っていたといわざるを得ない。 

 （２）他に本件団体交渉の打切りを正当化できる理由も認めら



れない。 

 （３）前記（１）及び（２）に記載するところから、第６回の 

本件団体交渉を最後に本件団体交渉を打ち切った会社の対

応は、誠実交渉義務に違反するものであり、労働組合法第

７条第２号に規定する不当労働行為に該当する。 

 

４  救済方法  

   本件における救済方法は、主文に掲げるものとすることを

もって足りると考える。 

 

第５  法律上の根拠 

   以上の認定した事実及び判断に基づき、当委員会は、労働

組合法第２７条 の １２及び労働委 員 会規則第４３条 の 規定

により、主文のとおり命令する。 

      

   平成２０年２月２１日 

 

                              

高知県労働委員会 

                   会  長  下元 敏晴  

 


